








































れた［下夷 2019］。民法第 750 条では夫婦同姓を規定し，夫婦別姓や同性婚は法的に不承認である。
法律婚を基礎とする異性愛婚姻家族のもとで，事実婚や非婚姻カップルは，法的な不利益に晒され
ている。
　強固な嫡出規範も日本の特質であり，民法第 900 条第 4 号但し書きでは，非嫡出子（婚外子）の
法定相続分を嫡出子（婚内子）の 2 分の 1 とすると規定し，戸籍法第 13 条第 4 号では，婚外子の
続柄を「男」「女」と記載して婚内子と差別化する規定が設けられた。法定相続分規定については，
最高裁判所大法廷にて，2013 年 9 月に法のもとの平等を定める憲法第 14 条第 1 項に違反し無効で
あると決定し，同年 12 月に，ようやく民法の一部改正によって差別が解消された。しかしながら，






























際の世帯数を国勢調査（2015 年）からみると，「単独型母子世帯」は 75 万 4724 世帯，「同居型」
も含めた総母子世帯数は 106 万 2702 世帯であり，「単独型父子世帯」は 8 万 4003 世帯，「同居型」












子どもの年齢 子ども数 母子世帯 父子世帯 ひとり親計 母子世帯 父子世帯 ひとり親計
0 歳 954,596 人 1.0 0.0 1.0 1.9 0.2 2.1
6 歳 1,051,907 人 4.6 0.3 4.9 6.6 0.8 7.4
12 歳 1,112,615 人 7.1 0.8 7.9 9.5 1.6 11.1
15 歳 1,163,879 人 8.1 1.0 9.1 10.5 1.9 12.4
18 歳 1,048,788 人 7.3 1.1 8.4 9.3 2.0 11.3






の，最新調査である 2016 年調査では，「死別」が 8.0％と 1 割以下に低減している。それに対し，
「離婚」は 37.9％から 79.5％へと増加し，全体の約 8 割を占めるに至っている。「未婚（非婚）の母」







と，「単独母子世帯」の母親は 75 万 4724 人で，このうち労働力人口は 64 万 1929 人（うち就業者




































































20 歳未満の子どものいる世帯計 54.2 85.5 85.3 92.2 91.0
3 歳未満児のいる世帯 45.1 68.7 66.4 91.9 85.3
6 歳未満児のいる世帯 50.9 79.2 77.7 92.8 88.5
12 歳未満児のいる世帯 57.8 83.9 83.3 93.1 90.8
15 歳未満児のいる世帯 60.2 85.0 84.6 93.1 91.3












歳以上 65 歳未満で子どもがいる世帯）のうち，「大人が 2 人以上」の世帯の貧困率は 10.7％である
のに対し，「大人が 1 人」の世帯では 48.1％という際立った高さである（3）。そこで，同調査から所得
状況を把握すると，「児童のいる世帯」の 2018 年の稼働所得は 686.8 万円であるのに対し，「母子
世帯」の稼働所得は 231.1 万円と低位である。社会保障給付金（児童手当含む）・財産所得・仕送
り等を加えた総所得でみても，「児童のいる世帯」は 745.9 万円であるのに対し，「母子世帯」は
306.6 万円である。「児童のいる世帯」の総所得を 100 とすると，母子世帯は 41.1 水準となり，所
得格差が大きい。
　国民生活基礎調査の公表データでは父子世帯の状況を把握できないため，日本労働政策研究・研
修機構による「第 5 回子育て世帯全国調査」（2018 年）から世帯類型別にみると，可処分所得が貧
困線未満の世帯の割合は，母子世帯では 51.4％，父子世帯では 22.9％，ふたり親世帯では 5.9％で
ある（4）。同調査では，可処分所得が貧困線の 50％に満たない「ディープ・プア（DeepPoor）」世帯















査 2018」（2019 年 10 月）。有効回答数は 1,974 世帯。
（5）　表 3 は 2008 年データであり，その後の変動もあることに留意が必要である。OECD による最新データでは，




































































15 〜 19 歳 25.6 21.2 4.1 5.9
20 〜 24 歳 14.4 14.1 5.3 5.4
25 〜 29 歳 9.0 8.7 4.7 4.2
30 〜 34 歳 7.0 6.7 3.9 3.4
35 〜 39 歳 5.8 5.6 3.4 2.8
40 〜 44 歳 5.3 5.0 2.7 2.9
45 〜 49 歳 5.5 5.3 2.7 2.9
50 〜 54 歳 6.1 5.7 2.6 3.1















帯内部の階層分化に着目する必要を指摘している（藤原 2007）。そこで，厚生労働省「平成 28 年
度全国ひとり親世帯等調査」をもとに母子家族の母親の学歴階層をみると，「中学校卒」が 11.5％，
「高校卒」が 44.8％で合わせて 56.3％となる一方，「短期大学・高等専門学校卒」が 19.1％，「大学・
大学院卒」が 9.1％である。低位な学歴階層への偏りは父子家族の父親により顕著であり，「中学校









































N（人） 比率（%） 母子世帯前 現在
中学校 231 11.5 68.4 71.9 12.0 21.2
高校 899 44.8 78.2 82.9 27.7 42.3
専修・各種学校 295 14.7 74.2 85.1 44,7 55.8
短大・高専 382 19.1 75.l 79.8 36.2 44.8
大学・大学院 183 9.1 81.4 87.4 49.0 53.8
その他 15 0.7 73.3 66.7 18.2 30.0













中学校 10.7 11.6 75.3 2.3 215 人
高校 21.4 14.7 59.8 4.0 794 人
短大・高専 29.0 17.3 50.3 3.4 324 人
大学・大学院 40.6 16.9 39.4 3.1 160 人
専修・各種学校 29.3 16.9 49.2 4.5 266 人
その他 28.6 7.1 50.0 14.3 14 人

































77.9 73.5 117 万 289 万 86.0 30.0
64.1 53.3 117 万 323 万 77.2 11.1
44.8 37.9 257 万 393 万 67.5 7.0
51.6 42.9 229.5 万 362.5 万 67.7 14.3
38.3 27.5 303 万 423 万 58.1 2.3
54.5 55.6 120 万 368 万 50.0 20.0











者 1 人」の世帯の可処分所得を 100 とした際，子どもがいる世帯の可処分所得がどの程度の水準












は諸外国と比較して低位である。1970 年代半ばから 2000 年に至るまで，児童手当の支給総額は殆
ど増加せず，「長期にわたってその発展を抑制する政策」がとられてきた［北 2019］。
　児童手当制度創設当時の支給対象は「第 3 子義務教育修了まで」であり，その後，「第 1 子以降
に拡大とともに 3 歳未満に縮小」などの変遷を経て，現在は，「第 1 子以降，中学校卒業まで（15


















税金 社会保険料 現金給付 現物給付


























日本 100.0 87.6 96.2 44.8
ドイツ 100.0 85.7 102.3 68.6
フランス 100.0 72.3 99.4 62.8












































取得するために 1 年以上養成機関等で修学する場合に，月額 10 万円（住民税課税世帯は月額 7 万
500 円）を支給する高等職業訓練促進給付金がある。2015（平成 27）年度には，入学準備金として


















































































































































1964 「母子福祉法」制定／施行（昭和 39 年法律第 129 号）




































































　2002 年 3 月には，戦後の母子福祉を転換するとして，母子家庭等自立支援対策大綱が策定され
た（以下，2002 年改革）。この大綱を起点とした諸改革は，同年 11 月の「母子及び寡婦福祉法」
（15）　千田有紀「シングルマザーが 8 月に憂鬱になるわけ　役所の現況届、これでいいのか」を参照した。https://
news.yahoo.co.jp/byline/sendayuki/20180824-00094265/（最終閲覧日：2020 年８月 1 日）
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一部改正，同年 8 月の「児童扶養手当法施行令」一部改正と 11 月の同法一部改正，2003 年 3 月の








れは，2008 年 4 月から，手当を 5 年間受給している場合に，手当の一部を支給停止できるとする



















貧困率の公表や市民運動の広がりを背景に，2013 年 6 月には「子どもの貧困対策の推進に関する
法律」（平成 25 年法律第 64 号）が成立した。内閣府には「子どもの貧困対策会議」を設置し，会
議の会長は内閣総理大臣が務め，文部科学省・厚生労働省・その他関係行政機関が参画する（第
15 条）。政府には毎年 1 回，子どもの貧困の状況と対策の実施状況を公表する義務が課され（第 7
条），地方公共団体については都道府県子どもの貧困対策計画を定め，国・地方公共団体の連携も
































































































































巻第 2 号，23-35 頁
林雄亮・余田翔平（2014）「離婚行動と社会階層との関係に関する実証的研究」『季刊家計経済研究』第
101 号，51-62 頁
稲葉昭英（2012）「家族の変動と社会階層移動」『三田社会学』第 17 号，28-42 頁
石井加代子・浦川邦夫（2014）「生活時間を考慮した貧困分析」『三田商学研究』57（4）
岩澤美帆（2017）「2000 年代の日本における婚外子―父親との同別居，社会経済状況とその多様性」『人






















ト・ミレット 1970 ＝ 1973，p.84］。
日本のひとり親家族支援政策（湯澤直美）
101
大石亜希子（2017）「24 時間週 7 日経済におけるワーク・ライフ・バランス」『大原社会問題研究所雑誌』
No.701，24-39 頁
―（2019）「子どもをケアする時間の格差」松本伊智朗・湯澤直美編『生まれ，育つ基盤―子どもの
貧困と家族・社会』明石書店，131-149 頁
白波瀬佐和子（2017）「小さな世帯の増加と社会保障」『社会保障研究』Vol.2，No.1，4-18 頁
下夷美幸（2010）「養育費問題からみた日本の家族政策―国際比較の視点から」『比較家族史研究』第 25
号，81-104 頁
―（2019）『日本の家族と戸籍』東京大学出版会
庄司洋子（2013）「ケア関係の社会学」庄司洋子編『親密性の福祉社会学―ケアが織りなす関係』東京大
学出版会，1-20 頁
高田正巳（1952）『母子福祉資金の貸付等に関する法律の解説と運用』中央法規出版
竹川嘉巳（1978）『新版増補児童福祉法母子福祉法母子保健法の解説』時事通信社
竹中恵美子（1985）「女子労働論の再構成―雇用における性分業とその構造」『社会政策叢書』9 巻，3-34
頁
寺脇隆夫編（2016）『母子・児童・老人福祉基本資料第 1 巻』柏書房
山高しげり（1977）『母子福祉四十年』翔文社
湯澤直美（2007）「日本における母子家族政策の展開―福祉と労働の再編」埋橋孝文編『ワークフェア
―排除から包摂へ？』法律文化社，143-169 頁
―（2013）「ひとり親世帯をめぐる分断の諸相」庄司洋子編『親密性の福祉社会学―ケアが織りなす
関係』東京大学出版会，69-94 頁
―（2019）「社会福祉におけるセクシュアリティ統制の構図―婦人保護事業・母子福祉事業に焦点を
あてて」首都大学東京大学院人文科学研究科・博士論文
